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2.7. 地地地地 方方方方 電電電電 化化化化

2.7.1. 全 体 概 要

地方電化は DOE の最重要政策であり、エストラダ大統領宣言の貧困根絶プログラムの一環と

しての位置付けである。当初、地方電化 100%達成目標年度を西暦 2008年に設定していたが、

その後大統領指導で 2004 年に繰り上げられた。地方電化に係る各機関・民間会社の関係は図

2.7-1の通り。この図からも分かるように、地方電化の直接実施者はMERALCO等の民間配電

会社、地方公共団体および電化協同組合 (EC) である。図 2.7-2 は 1998年度時点の全国の EC

および配電会社とそのフランチャイズを示している。表 2.7-1 は同 1998年現在の地方電化に

係る統計資料で、同表中に電化内訳として、A. 電化協同組合による電化，B. MERALCOによ

る電化，C. 民間配電会社による電化および D. 地方公共団体による電化と表記されて、地方電

化が三者で行われていることを示している。電化すべき最終需要家数 12百万のうち、EC負担

分は 7.6百万 (63%), MERALCOが 3.4百万 (28%)でこの両者で 90%以上を占める。MERACO

管内の電化率が 98%で、EC 管内の電化率が 63%（99 年度では 66%）であることを考慮する

と、地方電化促進における ECの責任は大きい。図 2.7-3に ECの組織図を示す。

2.7.2. DOEの役割

地方電化における DOEの役割は以下の通りである。

○ 地方電化に係る海外援助機関の受入れ窓口

○ 各 EC、配電会社、地方公共団体から提出される各電化計画のとり纏めと電化計画の策定

○ 分散型独立電源の開発。直接的には NPCの SPUG（Strategic Power Utilities Group）を

使って開発。

○ NEAとの政策調整

2.7.3. NEAの役割

NEAは組識的には図 2.2-2の組織図に見られるように PNOCやNPCと同じDOEの政策調整

機関の位置付けにある。DOEが地方電化計画策定や海外援助機関の窓口の役割を果たし、NEA

がその執行機関とされる。

図 2.7-1の NEAの組織図13から分かるように、NEAの職務権限は ECに対する技術指導，行

政指導，経営指導（海外援助機関からの融資割当てを含む）および人材開発教育であり、NEA

                                                  
13 1993年６月から現組織
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自身が直接電源開発や配電拡張を行うことは無い。

2.7.4. NPCの役割

NPCの内部組織である SPUG（Small Power Utility Group）は DOEの指導・監視下14で再

生可能エネルギーを利用した分散型独立電源の開発・運営を担当している。現在 SPUGは 105

の分散型独立電源を運営しており、その設備出力は約 160 MWである。電源構成は小水力の 2

電源を除きほとんどの電源がディーゼルである。

風力発電については既に実証プロジェクトが政府財源 2.5 百万ペソ15を投じてルソン島北部に

存在しており、出力 10 kWで 23所帯の電力を賄っている。太陽光と充電基地16を組み合せた

分散型独立電源も開発され、現在 350所帯の電力を賄っている。

SPUG が僻地の分散型独立電源を開発・運営しているため、採算的には赤字で、この補填が

NPCから行われている。

SPUG は地方電化の中で伝道的 (missionary) 役割を演じており、オムニバス電力法案後も

TRANSOと同様に政府所有会社として残る予定である。

                                                  
14 具体的にはエネルギー資源開発局の中の小水力部（Mini-Hydro Division）と非伝統エネルギー部（Non Conventional Energy

Division）
15 調査団から「海外援助機関の融資を何故申請しなかったのか」との質問に「援助機関は承認するまでに時間がかかる為、政府財源
で実施した。」との回答であった。

16 1充電基地で約 10所帯分。
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